
一 般 会 計

予 算 書 の 頁
(   )書きは工事明細

人件費 △ 51,037 P 49～70

【人事院勧告に基づく減額の内容】

　・月例給の平均改定率0.2％の引下げ（12月～）

　・12月の期末・勤勉手当を0.15月分削減

　（６月分の暫定削減分0.20月を合わせ全体で0.35月分の削減）

　・自宅に係る住居手当（月額3,500円）の廃止（12月～）

　（今回の減額補正には反映していない）

【 総 務 課 】

防災対策事業 3,598 全国瞬時警報システムの更新（国100％） P 49

【更新内容】

　全国瞬時警報システム受信機１基、防災行政無線自動起動機１基

　ＬＧＷＡＮとの接続、防災行政メール配信システム用接続改修一式

【更新による改善内容】

　・状況に応じた内容の音声放送が可能となる

現状は格納されている音声ファイルの再生のみ

　・システムの稼動状況等の適切な管理が可能となる

　・気象電文のＸＭＬ化に対応する

《参考》

【 防 災 対 策 室 】

社会福祉 128 地域見守り協力員の設置（県100％） P 52

【制度概要】

　・任　　用　市長の推薦に基づき知事が依頼（ボランティア）

　・任　　期　３年（民生・児童委員と同じ、初回に限りH22年11月30日まで）

　・設置人数　民生・児童委員１人あたり２名まで（民生・児童委員の要望による）

　・活動内容　①高齢者・児童・障害者等への見守りや声かけなど

　　　　　　　②支援が必要又は希望する方を民生・児童委員に連絡

　　　　　　　③希望又は同意される方への訪問、声かけ活動

　　　　　　　④その他、民生・児童委員との協力

　・活動経費　年間6,500円（年度途中からの場合は月割り）

　・設置予定者数　85人（民生・児童委員269人からの要望による）

【 福 祉 課 】

障害者福祉 130 P 52

【助成対象】

　・名　称　　社会福祉法人　ふたば福祉会「たなかの杜」

　・借入額　　20,000千円（全体事業費93,820千円）

　・借入先　　独立行政法人　福祉医療機構

　・償還期間　平成21～35年度（15年間）

　・利子補給総額　1,152千円（予定）

【 福 祉 課 】

人事院勧告に基づく月例給の引下げ、期末・勤勉手当の削減、会計間の職員異動など
による減額

　・月例給の平均改定率0.2％の引下げに係る４月～11月分については、４月給与の
0.24％分を12月の期末手当で減額調整

平成２１年度１２月補正の主な内容

内　　　　　　　容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 単位：千円 ）

事 業 名 金 額

社会福祉施設等整備事業利子補給補助金

　社会福祉施設等の整備に要する借入金に対し、借入残額の2.5％（償還利子の1/2上
限）を補助する。

　平成21年３月から運用開始している全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）につ
いて、国が運用改善、技術改良を行うため、これに対応するための設備更新などを行
う。

現状は一方向の送受信のみであるが、双方向となることにより、消防庁に
おいて受信機側の稼動状況が確認できる

　ＸＭＬとは、拡張可能なマーク付け言語（eXtensible Markup Language）のこと
で、マーク付け言語とは、テキストの内容を区別するために、タグと呼ぶ記号を付加
して表す言語。ＨＴＭＬ方式では固定のタグしか利用できませんでしたが、ＸＭＬ方
式では、独自のタグを利用できるようになります。そのため、論理的なタグを付ける
ことができるため、ドキュメントがわかりやすくなります。

気象電文が現在のＨＴＭＬ方式からＸＭＬ方式に段階的に変更されること
に対応する

　高齢者の孤立死が社会問題化するなど、民生・児童委員の果たす役割が大きくなっ
ていることに対応するため、平成22年１月から地域見守り協力員を設置し、民生・児
童委員との協力により重層的な見守り体制の構築を図る。
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平成２１年度１２月補正の主な内容

内　　　　　　　容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 単位：千円 ）

事 業 名 金 額

障害者福祉 297,000 各種障害者福祉サービス費等の増額（国1/2・県1/4） P 52

【報酬単価の改定】

　・全体で平均5.1％の増

【各サービス等ごとの増額の内容】

・障害者居宅介護費　36,000千円⇒46,000千円　＋10,000千円

・児童デイサービス費　28,000千円⇒64,000千円　＋36,000千円

・共同生活介護費　56,000千円⇒76,000千円　＋20,000千円

・施設支援費　390,000千円⇒437,000千円　＋47,000千円

・生活介護サービス費　210,000千円⇒263,000千円　＋53,000千円

・就労継続支援給付費　145,000千円⇒219,000千円　＋74,000千円

・就労移行支援給付費　22,000千円⇒40,000千円　＋18,000千円

・自立訓練費　10,000⇒16,000千円　＋6,000千円

・補装具費　23,000千円⇒30,000千円　＋7,000千円

・更正医療費　53,000千円⇒69,000千円　＋16,000千円

・日常生活用具費　20,000千円⇒24,000千円　＋4,000千円

・日中一時支援事業委託料　22,000千円⇒28,000千円　＋6,000千円

【 障 害 福 祉 室 】

児童福祉 14,800 乳幼児医療費の増額 P 53

　実績見込（受診件数等の増加）による医療費の増加

　　医療費審査手数料　5,000千円⇒5,800千円　＋800千円

【 保 険 課 】

　18歳以上の身体障害者手帳所持者が、日常生活、職業生活に適応するため、身体の
機能障害を軽減、改善するための医療費

　重度の身体障害、知的障害のある方を対象に日常生活用具（特殊寝台、入浴補助用
具、便器、点字器、ストマ用装具など）の給付、貸与を行うサービス

　日中ショート事業（日帰りで障害者入所施設等を一時的に利用するサービス）、デ
イサービス事業（18歳以上の障害者に対して、施設において行われる入浴、排泄、食
事等の介護、創作的活動又は生産活動等の機会を提供するサービス）、障害児タイム
ケア事業（障害児の放課後及び長期休暇中等の活動の場を確保し、社会に適応する日
常的な訓練、文化的活動等を行うサービス）の委託

　　医療費　105,000千円⇒119,000千円　＋14,000千円

　18歳までの障害児が日常における基本的動作の習得や集団生活への適応訓練などを
受けることができるサービス

　知的障害又は精神障害のある方が少人数で共同生活を行いながら、入浴、排泄、食
事等の介護を受けることができるサービス

　障害者支援施設等に入所している障害者が、主として夜間に入浴、排泄、食事等の
介護を受けることができるサービス

　18歳以上で常時介護が必要な障害がある方に対して、施設において行われる入浴、
排泄、食事等の介護、創作的活動又は生産活動等の機会を提供するサービス

　18歳以上で通常の事業所に雇用されることが困難な障害者に、生産活動等の機会を
通じて、その知識及び能力の向上のために必要な訓練等を提供するサービス

　18歳以上で就労を希望する障害者に、就労に必要な知識及び能力を身につける訓練
のため、一定期間生産活動の機会を提供するサービス

　18歳以上の障害者が自立した日常生活、社会生活を営むことができるよう、身体機
能、生活能力の向上のために必要な訓練等を提供するサービス

　障害によって失われた機能を補うため、補装具（車椅子、杖、義肢、補聴器など）
の購入、修理費を支給するサービス

　H21年度からの報酬単価の改定やサービス利用実績の増加に対応するため、それぞ
れの予算を増額する。

　・人材の処遇改善、事業者の経営基盤安定、良質なサービスの提供、中山間地域の
事業者の経営改善などを図る

　ホームヘルパーが訪問し、自宅で身体介護や家事援助などを提供するサービス
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 単位：千円 ）

事 業 名 金 額

塵芥処理事業 402 P 56

【調査内容】

　・調査費　　70,000千円

　・調査地　　田辺市秋津川２箇所、田辺市稲成町、串本町高富２箇所

　・調査期間　H22年１月～H23年３月（15箇月）

　・調査内容　環境アセスメントを含めた整備計画書の作成、ボーリング調査など

【経費負担割合】

　県25％、関係市町75％で市町分は廃棄物総搬入予定量を基に按分

　田辺市は市町負担分の53.55％の負担で、H21が402千円、H22が27,713千円

【広域廃棄物最終処分場の概要】

　・施設概要　管理型最終処分場（一般廃棄物、産業廃棄物を併せて処理）

　・総事業費　79.5億円（概算）

　・用地面積　15ha～20ha

　・埋立容量　50万㎥

　・埋立期間　15年

【 廃 棄 物 処 理 課 】

林業振興事業 6,148 森林整備地域活動支援交付金（国100％） P 58

【事業内容】

・森林情報の収集及び境界の明確化　2,000千円

　　龍神村森林組合　70ha　1,400千円

　　本宮町森林組合　30ha　　600千円

・森林の被害状況等の確認　4,148千円

　　龍神管内　　187.83ha　1,878千円　

　　中辺路管内　 28.47ha　　285千円

　　大塔管内　　 43.37ha　　434千円

　　本宮管内　　155.10ha　1,551千円

【 山 村 林 業 課 】

山村振興事業 4,684 山村地域力再生事業費補助金（県1/3、市1/3、事業主体1/3） P 58

・紀州備長炭製炭窯修繕事業

　事業主体　ＪＡ紀南木炭部会（15人）

　実施場所　中辺路町高原

　事業内容　炭窯修繕　４基

　事業費　　2,400千円

・紀州備長炭原木運搬機購入事業

　事業主体　ＪＡ紀南木炭部会（15人）

　実施場所　中辺路町栗栖川

　事業内容　原木運搬機購入　１台（中古）

　事業費　　500千円

・シキミ植栽事業

　事業主体　下川上シキミ生産組合（３人）

　実施場所　下川上

　事業内容　シキミ植栽（苗・肥料購入、敷地整備）

　事業費　　530千円

・飲料水供給施設整備事業

　事業主体　温川水道組合（50世帯、80人）

　実施場所　中辺路町温川

　事業内容　飲料水供給施設整備（井戸掘削、ポンプ・配管整備等）

　事業費　　3,600千円

【 山 村 林 業 課 】

　県の住みよい山村集落総合対策事業に二次要望のあった地域資源を活用した事業の
ための施設整備などに対し補助金を交付する。

　林業の不採算性による森林所有者等の施業意欲の減退などにより適切な森林管理が
困難な状況にあるため、元来森林が持つ多面的機能が発揮されるよう適切な森林整備
の推進を図る。

　境界の明確化等を図らなければ施業の集約化が困難な森林を対象に、現況調査、施
業方法の検討、測量等を一体的に実施

　森林施業計画計画の認定を受けた森林のうち、45年生以下の人工林、60年生以下の
育成天然林で施業計画のある森林を対象に、災害や鳥獣害の調査を実施（森林所有者
等）

　候補地５箇所の調査に対する同意が得られたことにより、財団法人紀南環境整備公
社が実施する最終候補地選定のための調査費について、H21年度の田辺市負担分を計
上する。

広域廃棄物最終処分場整備事業委託料

3 ページ



一 般 会 計

予 算 書 の 頁
(   )書きは工事明細

平成２１年度１２月補正の主な内容

内　　　　　　　容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 単位：千円 ）

事 業 名 金 額

商工振興事業 60,000 田辺市中小企業信用保証料補助金の増額 P 60

【補助金申請実績】

　H20年度　220件　59,978千円

　H21年度　192件　43,625千円（９月末まで）

【 商 工 振 興 課 】

道路新設改良事業 70,402 明洋団地古町線道路改良工事及び国庫補助事業３路線 P 62～63

(P 75)

・明洋団地古町線

　用地購入費　20,533千円（宅地３筆236.38㎡、畑１筆158.74㎡）

　物件補償費　43,771千円（居宅２棟、車庫１棟）

・小瀬小原線　　　増減なし

・萩田辺線　　　△28,300千円

・鍛治ヶ谷上平線　28,300千円

【 土 木 課 】

教育施設整備事業 81,850 太陽光発電設備設置事業（地域活性化・公共投資臨時交付金対象事業） P67

(P 75)

【事業内容】

　設置校　　稲成小、栗栖川小、龍神中、大塔中、本宮中

　発電能力　10kW（１校あたり）

　事業費　　16,370千円（１校あたり）

　整備内容　太陽光パネル　68㎡、発電モニター　１基

　　　　　　架台設置、コンクリート基礎工

《参考》（10kWの場合）

　発電量　　約10,000kWｈ/年

　CO2削減量 約5.5ｔ/年　

【 教 育 総 務 課 】

農林施設災害復旧事業 32,763 現年度耕地災害復旧事業[農業用施設]（国65％、市35％） P 70

(P 76)

　・頭首工　１件、農道　５件

現年度耕地災害復旧事業[農地]（国50％、市25％、受益者25％）

　・農地　６件

【 農 業 振 興 課 】

一　般　会　計 平成21年度

〃

〃

　10月７日～８日の台風18号により被災した農地の復旧工事を実施する。

明洋団地古町線道路改良工事の用地購入費及び物件補償費の増額と国庫補助事業３路
線（小瀬小原線、萩田辺線、鍛治ヶ谷上平線）の事業費を組み替える。

　10月２日～３日の秋雨前線豪雨及び７日～８日の台風18号により被災した農業用施
設の復旧工事を実施する。

　H20年10月から県の融資制度の経営支援資金セーフティー枠の対象業種が順次拡大
されるなどの制度改正が行われたことに伴い、融資申請者数が大きく増加したため増
額する。

現 計 予 算 額

　小中学校に太陽光発電設備を設置し、二酸化炭素排出抑制、電気代の削減を図ると
ともに、環境・エネルギー教育の教材としても活用し、低炭素社会の実現に取り組
む。

12 月 補 正 予 算 額

補 正 後 現 計 予 算 額

    40,535,605千円

       374,342千円

    40,909,947千円
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国民健康保険 458,893 人件費　　　　　　　　　　△5,687千円 P 77～P 86 

　人事院勧告に伴う給与、手当の減少

委託料       　　　　　　　 2,000千円

　高額医療高額介護合算制度伴う電子計算機プログラム改修費用

一般被保険者療養給付費　　379,000千円

一般被保険者高額療養費　　 86,000千円

　実績見込みによる医療費の増

後期高齢者支援金　　　　　　2,446千円

前期高齢者納付金　　　　　△　509千円

老人保健医療費拠出金　　　△2,436千円

介護納付金　　　　　　　　△1,921千円

　納付額の確定による精算

平成21年度　現計予算額　　10,961,968千円

　  　　　　12月補正予算額　 458,893千円

　  　　　　補正後予算額　11,420,861千円

【 保 険 課 】

老人保健 266 役務費　　　　 　　　　　　　 　 266千円 P 87～P 90

平成21年度　現計予算額　　 　 49,820千円

　  　　　　12月補正予算額　　   266千円

　  　　　　補正後予算額　    50,086千円

【 保 険 課 】

介護保険 88,694 総務管理費　　　　　　　　　　86,143千円 P 93～P102

　人事院勧告に基づく減及び会計間の職員異動による増

　介護予防サービス利用者の増に伴う計画策定委託料の増

　介護基盤緊急整備等臨時特例補助金（国100％）131,250千円

　　認知症高齢者グループホーム４箇所、小規模多機能型居宅介護施設１箇所

　　　　26,250千円×５箇所

　　国の補助制度変更に伴い、地域介護福祉空間整備等交付金から組替

介護認定審査会費　　　　　　   1,911千円

介護サービス等諸費　　　　　△55,000千円

介護予防サービス等諸費　　　　55,000千円

　要支援認定者の増に伴う介護予防サービス受給者の増加による予算の組替

包括的支援事業費　　　　　　　　 640千円

　人事院勧告に基づく減及び会計間の職員異動による増

平成21年度　現計予算額　　 7,618,004千円

　  　　　　12月補正予算額　　88,694千円

　  　　　　補正後予算額　 7,706,698千円

【 や す ら ぎ 対 策 課 】

　介護認定対象者の増加に伴い、認定審査会委員報酬、臨時職員賃金、主
治医意見書手数料を増額

平成２１年度１２月補正の主な内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 単位：千円 ）

事 業 名 金 額 内　　　　　　　容

　新たに第三者行為（交通事故等）による損害賠償金請求事案が発生した
もの
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特　別　会　計

平成２１年度１２月補正の主な内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 単位：千円 ）
同和対策住宅資金等 0 県補助金　　　   　　　　　　　2,724千円 P105～P107 

貸付事業 貸付金元利収入　　　　　　　　-2,724千円

　債権放棄に伴う県補助金の交付による歳入予算の組替

平成21年度　現計予算額　　　 581,984千円

　  　　　　12月補正予算額　　     0千円

　  　　　　補正後予算額　   581,984千円

【 人 権 推 進 課 】

農業集落排水事業 10,200 施設維持管理費　　  　　　　　10,200千円 P108～P111 

平成21年度　現計予算額　　   385,437千円

　  　　　　12月補正予算額　  10,200千円

　  　　　　補正後予算額　 　395,637千円

【 環 境 課 】

特定環境保全 409 人件費　　　　　　　　　　　  　 409千円 P112～P115 

公共下水道事業 　人事院勧告に基づく減及び会計間の職員異動による増

平成21年度　現計予算額　　    59,077千円

　  　　　　12月補正予算額　  　 409千円

　  　　　　補正後予算額　 　 59,486千円

【 計 画 課 】

診療所事業 △ 7,021 人件費　　　　  　　　　　　△10,045千円 P116～P120 

　人事院勧告及び会計間の職員異動による減

県支出金返還金　　　　　　　　 3,024千円

　H20年度へき地医療対策費補助金の確定による精算

平成21年度　現計予算額　　　 460,502千円

　  　　　　12月補正予算額　　-7,021千円

　  　　　　補正後予算額　   453,481千円

【 健 康 増 進 課 】

　落雷による故障、汚泥引き抜き回数の増加、経年劣化による部品交換の
増加に伴うもの
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